













温 暖化 防止 策 をEUの 中で も先進 的 に実 施 して
い る国 と して オ ラ ンダがあ る。 その具体例 と して
ア ムステル ダムの都市交通 か ら初 あ よ う。 オ ラ ン
ダの首都 ア ムステル ダム は人 口199万人,数 多 く
の運 河 にそ って開 けた都市 で あ る。
ブ リュ ッセ ルか ら国 際列 車 で オ ランダに入 った
私 が ア ムステル ダム中央駅 構 内か ら一歩 外 に出 た
途端,強 く印象 づ け られた の は自動車 交通 があ ま
りに少 な い こと,そ れ に代 わ って路面電 車 が 日本
の1950年代 の よ うに縦 横 に走 って い る こ とで
あ った。 そ れ は40年 ほ ど昔 の 日本 の都 市 の雰 囲
気 を感 じさせ た。交通 の主役 は路面電 車で 自動車
は時折 走 る程度 で車 の騒音 も排気 ガス もな くあま
りに も現代離 れ して いたか らで あ る。 付 け加 えれ
ば 日本 で は見 られ な い光景 もあ った。駅 ビルの軒
下 には壁 にそ って1,000台を越 え ると も見 え る山
の よ うな 自転 車群 で あ った。
アムス テル ダムの中心部 分 の交 通 が この よ うに
な ったの は最 近4,5年 の ことに過 ぎない。 それ
以前 は道端 に は数 多 くの駐 車 して渋滞 し,騒 音 と
排 気 ガ スに汚染 された,日 本 の ど この都市 で も見
慣 れ た道路 で あ った。
それが このよ うに変 わ ったの は市 当局 の交通政
策 の結 果で あ った。 ア ムステル ダムの中央駅前 の
ダム ラ ック通 りは現在一 方通行 で二車線 だけで残
りは広 々 と した歩道 であ る。市 民や観光 客 は立 ち
並ぶ商 店や レス トラ ンを眺 めなが らゆ っ くりと し
た足取 りで繁華 街 の散 策 を楽 しんで いる。 それが
現在 の風景 であ る。 しか し以前 は違 って いた。 往
復 四車 線で いつ も渋滞 して いた し,不 法駐車 の車
も絶 えず歩行 者 は狭 い歩道 を排気 ガスを吸 い騒 音
の中を あ る く状態 で あ った。 環境 だ けで な く,経
済活 動 自体 が 自動車 交通 に よ って衰 退す るほ どの
状 況 に あ った。 いつ も続 く渋 滞 で 買 い物 客 は減
り,車 の利 用者 も渋滞 で時間 を奪 わ れたか らであ
る。自動 車交通 を削減 す る計画 を立 て たのは1993
年 の こと,1992年には住民 投票 で 自動車 交通削減
に賛成 す る人 が多数 とな り,市 当局 は自動車 レー
ンの削 減 に踏 み切 った。 そ して1990年を基 準 に
2005年まで に中心 部 の 自動車 交通 を30%削 減 す
る とい う目標数 値 も決 めた。 自動車 レー ンの削 減
と併 せて 中心部 の駐車 場 を抑制,違 法駐車 に対 す
る罰金 は3倍 以 上 に引上 げて 自動車 で移動 す るの
が路面 電車 よ りも時間が かか るよ うな仕組 み と し
た。 この結 果,目 立 って 自動車 が減 り,路 面電車
の利 用者 が増 えた とい う。
広場 か ら自動車 交通 を締 め出 した結果,買 い物
客 が減少 し続 けて いた商店 街 がに ぎわいを取 り戻
した。 レンブラ ン ト広場 で は 自動 車 の乗 り入 れを
禁 止 した結果,空 き店舗 が増 えて いた広 場 の商店
街 は若 者が集 ま る広場 に変身 した。
アム ステル ダム市 が このよ うな施策 を実施 す る
こと にな った背 景 に はオ ラ ン ダ政 府 の政 策 が あ
る。 オ ランダ政府 は気 候変動 枠組 み条約 が成 立す
る前 の1988年に 「第2次 総 合交通計 画一SVV2」
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を作 って いたが,そ れ は環境優 先,利 便 性 の確 保
の2っ を 目標 に掲 げ,ど ち らを優先 す るか といえ
ば環 境 を第 一 とす る と決 めて いた。理 由 は 「持続
可能 な社会 を維持 す る,現 在 の世代 のニ ーズを満
たす ために将来 の世 代 の ニー ズを犠 牲 に しない」
ことを基本理 念 と したか らで あ る。 そ う した理念
に基 づ き都市 で は 自動車交通 は削減 して いき,路
面電車 などの公共交通 と自転 車 を優 先化 させ ると
い う総 合交通計 画 を決 定 して いた。 アム ステル ダ
ムの 自動 車交通 削減 はそ う した全国 的規模 での総
合交 通 計 画 を 具体 化 して い く施 策 の一 環 で あ っ
た。
そ う した施策 の際立 った もの と して は複数 の市
町 村 で構 成 す る交通 計 画 地域 が あ る。 全 国 を30
の地域 に分 け,そ れ ぞれの地域 で土 地利 用 と交通
計画 を策定 す る。 そ して都 市交通 の なかで は自動
車交 通 量 の削 減 の ため に公 共 交 通 の利 便性 を高
め,四 大 都市 圏で は ピー ク時の公共 交通 の輸 送力
を1988年に比べ て2000年まで に1.5倍に高 め,
そ の他 の都 市 で も2010年迄 に1.5倍とす る こと
を 目標 と して い る(1)。目標達 成 のた めの体系 的で
詳細 な計画 を定 あて い る。
土 地利用 につ いて も交通 需要発生 を抑 制す るた
あオ フ ィス地 域,物 流地域 など利用 区分 を定 め厳
しい規 制措 置を取 って い る。
同 じよ うな交通体 系 を 目指 してい る国 はほかに
もあ る。 た とえ ばデ ンマー クで も1992年11月の
「政 府 は地 球環 境 を配 慮 した総 合交 通 計 画 を策定
しな け れば な らな い」 との 国会 決 議 に よ り1993
年 に政府 は 「交通計 画2005」を策定 した(2)。それ
に よ れ ば2005年のCO2の 排 出量 を1988年の レ
ベ ル に安 定 させ る。2030年に はそれ を25%削 減
す ると して いる。 そ のための行動計 画 を作 り,
1.交 通 手段別 の分担 と輸送 交通量 の 目標 を定 め
る
2.自 動車 交通 に代 わ る代替交 通手段 の促進
3.環 境 の改善
4.交 通投 資 につ いての新 たな優 先順位 の策定
5.政 府諸施 策 の なか での交通計 画及 び研 究 の格
上 げ
な どを決 あた。
自動車税 はEU加 盟国 の中 で も高 い部 類 に属 す
るの で燃料 税 を1998年まで毎 年 引上 げ る こ とを
決 めて い る。 交通部 門 のCO2削減 に は2005年ま
で に さ らに引 き上 げ る ことが必要 であ るとい う。
そのため には鉄道 と海 上輪送 を国 内,国 際交 通 の
両 面 で促 進す る一 方,道 路交通 に関 して は段 階的
道路 交通 税 の賦課 によ り抑制 す る と して い る。 こ
の ほか 自動 車交通 の抑制,公 共 交通 の拡充 はそ の
他 のEU諸 国 の 自治 体 の主 な潮 流 とな って い る
が,京 都 会議以後EUに 加盟 す る特 定 の国 の政策
に とどま らず,そ れ はEU全 体 の交 通計 画 を方 向
付 ける もの となろ うと して いる。 そ の ことを示 す
の が98年6月 に 採 択 さ れ たEU閣 僚 理 事 会 の
「交通 と環 境」 と題 す る合意 であ る(3)。
1.EU閣僚理事会の決議 「環境 と交通」
もともと,EUは 京 都議定 書 のCO2削減 目標 を
実施 す るに当 って輸送部 門を重視 して いた。98年
6月 のEC委 員 会 か らのEU理 事 会,議 会 宛 て文
書 で は1990年のEUのCO2排 出量 の20%を輸送
部門 が 占あてお り,新 たな施 策 を導 入 しな けれ ば
CO2排出量 は最 大 の潜在 的 な増大部 門 とな ると指
摘 して いる。 したが って京都 議定書 の削減 目標 を
実 現 で きるか ど うか は交通 部 門 で のCO2排 出量
を どの程度 抑制 で きるか にか か ってい る との判 断
がEU共 通 の もの にな って い る。 この分 野 に次 い
でCO2排 出量 の潜 在 的増 加 部 門 は電 力 供 給 部 門
で あ るが,こ の部 門 でのEUの 施 策 は再生 可能 エ
ネ ル ギ ー に よ る発 電 方 式 の採 用 で あ る。 そ れ は
1997年秋 に発表 され た 「再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー白
書」 と して ま とめ られて い る。 風力,太 陽光 発電
な どを中心 と した詳細 で具体 的 な計画 の実施,そ
れ らに対 す る政府 の支 援 に よ り再 生 可 能 エ ネ ル
ギ ー発 電 を現在 の5%か ら2010年に は12%に引
き上 げ ることを 目標 と して い る。
と こ ろ で 「交 通 と環 境」 で は オ ラ ン ダ や ス
ウ ェーデ ンと同様 な視 点 か ら交通体 系 の転換 を論
じてい る。 その なかで は
1.交 通 施設 の増大 や交 通機 関 の利用 は人 間の健











































も日本 の交 通体系 が 自動車 交通 を軸 と して際限 も
な い環境 へ の負荷 を増大 させ る高速 道路建 設一辺
倒 の方 向 に固執 す る現 状 に照 らせ ば そ の意義 は
い っそ う明 らかで あろ う。
ドイ ツや オ ラ ンダの い くっかの都市 で は新 た に
軽 快電車(LRT)を 敷設 して環 境定期 券 を発行 し
て電車,鉄 道,バ スを一 つ の定 期券 で乗 り放 題 と
す る一 方,都 心 部 や住 宅地 に は自動 車 の乗 り入 れ
禁止地 域 を設 けて い る。
フラ ンスの ス トラスブール市 で は都心部 の繁華
街 に新 たに路面電車 を敷設 し,自 動 車 を乗 り入 れ
禁止 に したが,決 めた時 に は反対 して いた人 々が
完 成 後 は一 変 して た いへ ん喜 ん で い るそ うで あ
る。東京 で開 かれた国連 と東京都 の主催 したエ コ
パ ー トナ ー国際 シ ンポ ジウムに招 か れた同市 の市
長 は話 して いた。
そ う した動 きがEU全 体 の潮 流 にな って い こう
と して いる ことを この決 議 は示 す もので あ る。
EUが 環境 負荷 を軽 減 し,地 球 温 暖化 防止 を基
本 的視 点 と して交通 体 系 につ いて検 討 す るに い
た った要因 は人 き く3つ 挙 げる ことがで きる。 そ
の第一 はは じめに紹介 した アムステ ル ダムの実情
が示 す よ うな大都市,中 規模 の都市 で も都市 交通
体 系が 自動 車交通 の排 除,削 減,路 面電 車 の復 活,
利 用拡大 が既成事実 と して進行 して いた ことであ
る。 ドイ ッ,オ ラ ンダ,フ ランス,北 欧諸 国 の諸
都 市 にその よ うな交通政策 を実施 してい る都市 は
無 数 に存在 す る し,そ れ らがす べて環境 負荷 の軽
減 と住民 の実生 活 に プラスを もた ら して い る。 そ
して欧 州都市交 通 が 目指す共通 の ビジ ョ ンと して
定着 して い るこ とが根底 にあ る。
第二 はEUの 行政組織 のなか で も交通体 系 を環
境 的視 点 か ら再検討 す る気運 が強 くな り,政 策研
究 が蓄積 されて い る ことで ある。
EUで は ヨー ロ ッパ運 輪 大 臣会 議 を1950年代
か ら組織 し,長 年 にわた り,共 通 の交通 問題 につ
いて の対処 策 を検討 し実施 して きた実績 が あ る。
近 年 は気候 変動 と交通 との関係 につ いて も研究,
調 査 を進 め,そ の結 果 を政 策 と して提 案 して い
る。
その政策研究 のなかで環境負 荷 の軽 減 を主 要 な
i・・ 最近のEUの地球温暖化防止政策脱クルマ社会への動きを中心に
研究課題 と して追及 して きた ことの成果 があ る。
主 な もの だ けで 「道 路 と環 境 へ の イ ンパ ク ト」
(ROADANDEMVIRONMENTIMPACTS),「交通
政策 と地球温 暖化」(TRANSPORTPOLICYAND
GLOBALWARMING)など道路 交通 と環境 問題
につ いて の政 策 研究 文書 は10点前 後 に のぼ る。
なかで も 「交通政 策 と地球温 暖化 」 で は欧州 の交
通 の現状 を詳 しく分析 して 自動車 交通 を中心 と し
た交通 体 系 は環 境 保 全 の面 で行詰 ま って い る こ
と,交 通体系 自体 と して も破綻状 況 にあ ること,


























れはECMTが1990年に発表 した 「交通 と環
境」に記載されている。
そのなかでは自動車の大衆化が工業化と経済成
長 に重 要 な役割 を果 した ことを認 あなが らも,環
境 と社 会生活 に は反対 の影響 を及 ぼ してい ること
に注 目す る必要 があ る との認識 が示 されてい る。
交 通 は社会 生 活 の質,と くに都 市 に お いて危 険
性,騒 音,大 気汚 染 を通 じて有害で あ る。 また温
室 効果 ガスの発生 源で もあ る。 自動車交通 量 の増
加 の もとでCO2排 出量 の安定 化 は主 要 な課題 と
な って きた。 と して い る。
したが って技術 的改善 は必 要かつ有効 で あるが
問題 の一部 を改革す るに過 ぎない。単体 あた りの
騒 音や有害物質 の排 出量 の削減が そ うで ある。 し
か し,自 動車交 通が抱 え る根本的問題 の解 決 には
長期的 な アプローチが必要 で ある。社会 に とって
最 大 の問題 は社 会的 な富 と自動車交通 の相互関係
で,自 動車 交通 によ る現 在 の繁栄 は将来 の繁栄 を
犠 牲 に して成 立 して い る ことを意 味 す る。 した
が って現代 の 自動車交通 がかか え る矛盾 に対 す る
回答 は現代 社会 の現実 的矛盾,い ま,ど れだけ生
産 しs消 費 し,汚 染 しよ うとす るのか,そ して将
来 の世代 にどれだけの生 産,消 費,環 境 を残 そ う
とす るのか とい う問 いか けへ の回答 で ある。 この
根源 的問 い掛 けに対 して受入 れ可能 な回答 を創造
す るには総合 的な思 考作業 と確 固 と した多元 的 な
研究 およ び深刻 な大 衆 的討 論 が求 あ られ る(41。と
言 う。
この よ うな 自動車交 通 と環境 に関す る政策研究
はECMTだ けで な くOECDの 事務 局で も進 んで
いた。OECDの国際 エネルギ ー機 関(OECD/IEA)
は エ ネル ギ ー と環 境 問題 シ リー ズを発行 して い
る。その代表 的な労作 が1993年の 「自動車 と気候
変動 」(CARSANDCLIMATECHANGE),1994年
の道 路 の環境影響 評価(ENVIRONMENTALIMP-
ACTSASSESSMENTOFROAD)などで あ り,政
策提 言 を行 って いる。 そ こで興 味深 いの はオラ ン
ダ,ド イ ッな どが実施 して いる施策 と同 じ方向 の
政策 提言が多 い ことで あ る。例 え ば 「自動車 と気
候変 動」 で は 「交 通市場 に対 す る政策 的介入」 に
よ り温室効果 ガスを削減 す る具体的方策 と して次
の表 を掲 げて いる(表1)。
これ は道路 交 通 か らのCO2排 出削減 す るた め
の共 同政策 メニューで あ る。 日本で は きわ めて過
最近のEUの地球温暖化防止政策脱クルマ社会への動きを中心に
表一1乗 用車交通量に影響 を与える諸施策






























































燃料効率 の悪 い車 に対する車検制度







体 的 に列挙 してい る ことで あ る。 この結 果,シ ン
ガ ポ ー ル の施 策 を高 く評 価 す る こ と とな って い
る。 自動車 保有 を抑 制す るたあ に自動車 入手権 に
料 金 を賦課 す る制 度,自 動 車購入 税,年 間保有 税
な どは大部 分 を シ ンガ ポールは厳 し く実 行 してお
り,自 動車 使用 に関す る道 路使用料 金制度 もすで
に同国 は導 入 して いる。 このよ うな制度 にっ いて
OECD/IEAが検討 して い るこ との意 義 は決 して
小 さ くない。OECDは先進 国 を網羅 す る組 織 であ
り,IEAはそのエ ネルギ ー政策 に関す る責 任 を負
う部門 であ るか らで あ る。IEAの事務 局長 は 「自
動車 と気候 変動」 を発表 す るに当 って次 の よ うに
一50一 最近のEUの地球温暖化防止政策脱クルマ社会への動きを中心に
述 べ て い る。1973年にIEAが 設 立 され た と き,
運 輪 交通 部 門 はOECDの 最 終 エネ ル ギ ー消 費量
の25%を 占め るて い どで あ ったが1990年に はそ
の3分 の1を 占あ るほ どに増加 した。近 年,輸 送
部 門 の環境 に対 す る影響 につ いて の関心 が高 まっ
てい る。 と くに地 球温 暖化 につ いて憂慮 されて い
る現 在,ア ミニ テ ィ,移 動 の 自由 を確保 しなが ら
クル マが引 き起 こす社会 的,環 境 的諸 問題 に対処
す る ことは各国政府 の課 題 とな って い る。IEA加
盟 の諸 国 は この 問題 に幅 広 く取 り組 ん で お り,
1991年6月の エ ネル ギ ー閣 僚 会 議 で は各 国 の運
輪交通 閣僚 も出席 し,各 国 の産業 界 とと もに燃料
効率 の高 い車両 の開発,公 共交通 のよ りい っそ う
の活 用,貨 物輸送 の道路 か ら鉄道 へ の移 行 を奨励
す る ことを決 めた。 と述 べ る。そ のIEAが 温室効
果 ガ ス削減 の ため に自動車 交通削減 や 自動車 の保
有抑制 の施策 と して シ ンガポール に近 い施策 を提
示 した ことは注 目され るこ とであ る。
第3に はEU加 盟 諸国 の大多数 で は社民 党 を中
心 とす る政治 勢力 が政府 を構 成 して いたが,近 年
その傾向 は さ らに強 ま り,1997年にはイギ リス労
働 党,フ ラ ンス社 会 党 が政 権 を取 得 す る こ とに
よ って,EUの 理事会 はそ の よ うな政治 潮流 が支
配 的 とな った ことに注 目す る必要 が あ る。(表2)
私 はEU本 部で地 球温 暖化 対策 の たあ に新 しく
組 織 され た タ ス ク フォ ー スの ア ドミニ ス トレテ
ター,フ レデ リック ・メ リデ ィー ン氏 と会 談 した
際 に,彼 はそ の ことを示 唆 していた。 また ドイ ツ
環境 省 の地球 温暖化 問題 の担 当官 デ ュル シュ ミッ
ト氏 にEU理 事 会 が 「環境 と交通」 とい う文書 に
合意 した経緯 を質 したが,そ の回答 はEU加 盟 国
政 府 の動 向 が強 く反 映 して きた との ことで あ っ
た。 なか で もデュル シュ ミッ ト氏 はイギ リス労働
党 の プ レス コ ッ ト氏 が現 内閣 の副首 相兼環 境相 と
してEU理 事 会 の環境 相会議 の議長 と して指導性
を発揮 した こ とが 文書 採 択 の推 進 力 とな った と
語 って くれた。
表一2欧 州連合(EU)加 盟15力国の現政権
ル クセ ンブル ク 中道左派(キ リス ト教社会党、社会労働党)
95 ブ イ ンラ ン ド 中道左派(社 会民主党、国民連合、左翼同盟 など)
年 ベ ル ギ ー 中道 左派(フ ラマ ン系、 ワ ロ ン系 のキ リス ト教社 会党 と社会 党)
ポル トガル 社会党
イ タ リア 中道左派(左 翼民主党、 イタ リア人民党、緑 の党等)
96 スペ イ ン 中道 右派(国 民 党 、 力 タルー ニ ャ同盟)
ギ リシ ャ 全ギ リシャ社会主義運動
オ ー ス ト リア 社会民主党を軸 とした連立
イギ リス 労働党
97
フ ラ ンス 左派(社 会党、共産党、緑の党など)
ア イ ル ラ ン ド 中道右派(共 和党、進歩民主党)
デ ンマ ー ク 中道左派(社 会民主党、急進 自由党)
オ ラ ンダ 労働党を軸と した中道 ・保守 との三党連立
98
ス ウ ェ ー デ ン 社会民主党の少数単独政権
ドイ ツ 社民党を軸 に した連立へ
(出所=1998年10月1日 付 朝 日新 聞)
ドイツでの杜民党,緑 の同盟との連立政権
成立の影響
ドイ ッで はキ リス ト教 民主 同盟 の コール政権 で
も環 境政策 に は力 を注 ぎ,CO2削減 で はEU諸 国
の中 で も も っと も厳 しい 目標 を立 て て い た。(表
3)そ して1996年まで に1990年比5%のCO2削
減 を実現 した(表4)。だが当初 の 目標 で あ る1990
年比2005年に は25%のCO2排 出 を削減 す るの は
最近のEUの地球温暖化防止政策脱クルマ社会への動きを中心に 一51一







ベ ル ギ ー 一7 .5%
デ ンマ ー ク 一21
ドイ ツ 一21
ギ リシ ャ +25
スペ イ ン +15
フ ラ ンス 00
ア イ ル ラ ン ド +13
イ タ リア 一6 .5%
ル クセ ンブル グ 一28
オ ラ ンダ 一6%
オ ー ス ト リア 一13
ポル トガル +27
フ ィ ン ラ ン ド 00
ス ウ ェ ー デ ン 十4




部門別 1990 1991 1992 199 1994 1995 1996
合計 1014155 975248 926562 sis3aa 904500 894500 910Q40
エ ネルギ ー 986487 950434 901173 893038 877546 868200 ::111
AFuelCombustion .. 950434 901173 893038 877546 868200 ::111
エ ネルギ ー産業 416118 402180 379069 374777 366485 364000 3siOOO
製造業建設業 193144 169313 156194 151992 145794 141000 140000
輸送 162231 165654 171660 172830 173200 173100 173000
その他部門 203314 204893 .. ....1. .. :.111 206000
軍事 11720 8394 s37s 5361 4189 4100 500a
EugitiveEmissionsfromFuelsNE NE NE NE NE NE NE
SolidFuels NO NO NO NO NO NO NO
OilandNaturalCas NE NE NE NE NE NE NE
生産過程 27668 24814 25389 25262 2fi954 26300 25000
鉱産物 24664 22381 23080 23063 24764 23800 22500
化学 2iaa 1590 1572 1524 1575 :1! :11
















































































































までの論議 の経過 か ら見 て具体 的な適用 は自動車
燃料 税 が第一 歩 とな る もの と予 測 され る。 北欧,
オ ランダな ど五 か国 に続 く ドイ ッの環境 税 の導 入
はEUの 事務 局 に蓄積 されて きた政策研 究 の成 果
と結 び付 い てEU全 体 の統 一 した税 制 体 系 の グ
リー ン化 と して生 きて い く可能性 が強 ま った。 そ
れ は コール政権 の時代 に は想像 で きなか った ドイ
ッとEUの 変 化 であ る。EU加 盟国 の15か 国 の う
ち13か 国 とな った社 民党 な い し中 道左 派政 権 は
環 境 と雇 用 を優先 す る社民 党 的理念 の もとで 曲折
を経 なが らも環境 政策 に は協力 して い くもの と思
われ る。
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